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３０年産以降の水田農業政策にかかる重点政策提案
平成２９年１１月
全国農業協同組合中央会
　平成25年12月の「農林水産業・地域の活力創造プラン」により、行政による生産数量目標の配分の廃止等が決定したが、30年産以降も、関係者が一体となって需要に応じた生産により、需給および価格の安定の実現に向けて取り組む必要がある。そのため、平成29年度補正予算による対応も含め、下記のとおり万全な支援策を求める。
記
１．需要に応じた生産に取り組む生産者の万全な所得確保
（１）30年産以降、米の直接支払交付金（7,500円/10a）が廃止されるなかで、需要に応じた生産に取り組む生産者の所得向上等を実現するため、平成25年11月の与党合意等をふまえ、その財源を活用し水田農業政策を充実・強化すること。
（２）食料自給率の向上と生産者の経営安定に重要な役割を果たしている水田活用の直接支払交付金については、助成体系や交付単価を維持し、恒久的な措置とすること。
（３）産地実態に応じた取り組みを支援する産地交付金については、転換作物拡大や輸出を含むコメの新市場開拓、畑地化の取り組みも含め予算を拡充するとともに、２割留保の仕組みについて適切な運用改善を図ること。
（４）生産者の経営安定に向け、生産性向上等に資する生産基盤強化に取り組む生産者や産地への支援策を、適切に措置すること。
２．需要に応じた生産の実現に向けた全国組織の設置等
（１）30年産以降も需要に応じた生産を徹底し、水田フル活用を推進するため、国は、全国段階の生産者団体、流通業者団体、実需者団体等からなる全国組織の立ち上げ等を支援し、需要に応じた生産を促すために必要な情報提供等を通じて、全国組織の取り組みを促進すること。
（２）30年産以降の需要に応じた生産においては、再生協の役割が一層重要となることから、万全な事務執行が実施されるよう、十分な推進事務費を確保すること。
３．収入減少影響緩和対策の継続等
収入減少影響緩和対策（ナラシ対策）は、需要に応じた生産に取り組む生産者のため、担い手経営安定法にもとづき、３０年産以降も引き続き安定的に実施すること。 

４．将来にわたって安定的な水田農業を後押しする取り組み
（１）30年産からの生産調整の見直しの実施により、緊急かつ重要な課題が生じた場合には、必要に応じ適切な対策を実施すること。
（２）中山間地域等における水田農業の生産基盤弱体化の現状等を踏まえ、日本型直接支払制度の拡充や、担い手の育成・確保対策の充実、IT活用の推進、輸出や米粉などの新規需要拡大対策、予期せぬ需給緩和に備えた米穀周年供給・需要拡大支援事業の拡充など、将来にわたって水田農業の安定に寄与する対策について、引き続き検討・実施すること。
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